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第
六
条
の
三
第
一
項
中
「
の
規
定
は
」
を
「
及
び
第
二
項
の
規
定
は
」
に
、「
前
条
第
二
項
」
を
「
前
条
第
三
項
」

に
、「
及
び
次
項
」
を
「
及
び
次
項
第
二
号
」
に
改
め
、
同
条
第
二
項
中
「
第
六
条
第
二
項
」
を
「
第
六
条
第
三
項
及

び
第
四
項
（
第
一
号
に
係
る
部
分
に
限
る
。）」
に
、「
前
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
税
務
署
長
に
提
出
す
べ
き
財
産
債

務
調
書
に
つ
い
て
提
出
期
限
内
に
提
出
が
な
い
と
き
、
又
は
提
出
期
限
内
に
税
務
署
長
に
提
出
さ
れ
た
財
産
債
務
調

書
に
記
載
す
べ
き
当
該
修
正
申
告
等
の
基
因
と
な
る
財
産
若
し
く
は
債
務
に
つ
い
て
の
記
載
が
な
い
と
き
（
財
産
債

務
調
書
に
記
載
す
べ
き
事
項
の
う
ち
重
要
な
も
の
の
記
載
が
不
十
分
で
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
と
き
を
含
む
。）」を「
次

に
掲
げ
る
場
合
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
と
き
」
に
改
め
、
同
項
に
次
の
各
号
を
加
え
る
。

一

前
条
第
一
項
（
同
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用
す
る
場
合
を
含
む
。）の
規
定
に
よ
り
税
務
署

長
に
提
出
す
べ
き
財
産
債
務
調
書
に
つ
い
て
提
出
期
限
内
に
提
出
が
な
い
場
合
（
当
該
財
産
債
務
調
書
の
提
出

期
限
の
属
す
る
年
の
前
年
の
十
二
月
三
十
一
日
に
お
い
て
相
続
財
産
債
務
を
有
す
る
者
（
そ
の
価
額
の
合
計
額

が
三
億
円
以
上
の
財
産
で
相
続
若
し
く
は
遺
贈
に
よ
り
取
得
し
た
財
産
以
外
の
も
の
又
は
そ
の
価
額
の
合
計
額

が
一
億
円
以
上
の
国
外
転
出
特
例
対
象
財
産
で
相
続
若
し
く
は
遺
贈
に
よ
り
取
得
し
た
財
産
以
外
の
も
の
を
有

す
る
者
を
除
く
。）の
責
め
に
帰
す
べ
き
事
由
が
な
い
場
合
を
除
く
。）

二

提
出
期
限
内
に
税
務
署
長
に
提
出
さ
れ
た
財
産
債
務
調
書
に
記
載
す
べ
き
当
該
修
正
申
告
等
の
基
因
と
な
る

財
産
又
は
債
務
に
つ
い
て
の
記
載
が
な
い
場
合
（
当
該
財
産
債
務
調
書
に
当
該
修
正
申
告
等
の
基
因
と
な
る
財

産
又
は
債
務
に
つ
い
て
記
載
す
べ
き
事
項
の
う
ち
重
要
な
も
の
の
記
載
が
不
十
分
で
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
場
合

を
含
む
も
の
と
し
、
当
該
財
産
債
務
調
書
に
記
載
す
べ
き
当
該
修
正
申
告
等
の
基
因
と
な
る
相
続
財
産
債
務
に

つ
い
て
の
記
載
が
な
い
場
合
（
当
該
相
続
財
産
債
務
を
有
す
る
者
の
責
め
に
帰
す
べ
き
事
由
が
な
い
場
合
に
限

る
。）を
除
く
。）

第
六
条
の
三
第
三
項
中
「
第
六
条
第
三
項
か
ら
第
五
項
ま
で
」
を
「
第
六
条
第
六
項
及
び
第
八
項
」
に
改
め
る
。

二

前
項
の
修
正
申
告
等
が
相
続
税
に
関
す
る
も
の
で
あ
る
場
合

次
に
掲
げ
る
国
外
財
産
調
書
の
い
ず
れ
か

イ

当
該
相
続
税
に
係
る
被
相
続
人
（
遺
贈
を
し
た
者
を
含
む
。
イ
及
び
第
四
項
第
二
号
イ
に
お
い
て
同
じ
。）

の
相
続
開
始
年
の
前
年
分
の
国
外
財
産
調
書
（
被
相
続
人
が
そ
の
提
出
期
限
ま
で
に
相
続
開
始
年
の
前
年
分

の
国
外
財
産
調
書
を
提
出
し
な
い
で
死
亡
し
た
場
合
に
あ
っ
て
は
、
被
相
続
人
の
相
続
開
始
年
の
前
々
年
分

の
国
外
財
産
調
書
）

ロ

当
該
相
続
税
に
係
る
相
続
人
の
相
続
開
始
年
の
年
分
の
国
外
財
産
調
書

ハ

当
該
相
続
税
に
係
る
相
続
人
の
相
続
開
始
年
の
翌
年
分
の
国
外
財
産
調
書

第
六
条
第
五
項
中
「
前
二
項
」
を
「
第
二
項
及
び
第
四
項
か
ら
前
項
ま
で
」
に
、「
第
二
項
」
を
「
第
三
項
」
に
改

め
、
同
項
を
同
条
第
八
項
と
し
、
同
項
の
前
に
次
の
一
項
を
加
え
る
。

７

国
外
財
産
に
係
る
所
得
税
又
は
国
外
財
産
に
対
す
る
相
続
税
に
関
し
修
正
申
告
等
が
あ
り
、
国
税
通
則
法
第
六

十
五
条
又
は
第
六
十
六
条
の
規
定
の
適
用
が
あ
る
居
住
者
が
、
当
該
修
正
申
告
等
が
あ
っ
た
日
前
に
、
国
税
庁
、

国
税
局
又
は
税
務
署
の
当
該
職
員
か
ら
第
二
項
又
は
第
四
項
に
規
定
す
る
国
外
財
産
調
書
に
記
載
す
べ
き
国
外
財

産
の
取
得
、
運
用
又
は
処
分
に
係
る
書
類
と
し
て
財
務
省
令
で
定
め
る
書
類
（
そ
の
作
成
又
は
保
存
に
代
え
て
電

磁
的
記
録
の
作
成
又
は
保
存
が
さ
れ
て
い
る
場
合
に
お
け
る
当
該
電
磁
的
記
録
を
含
む
。）又
は
そ
の
写
し
の
提
示

又
は
提
出
を
求
め
ら
れ
た
場
合
に
お
い
て
、
そ
の
提
示
又
は
提
出
を
求
め
ら
れ
た
日
か
ら
六
十
日
を
超
え
な
い
範

囲
内
に
お
い
て
そ
の
提
示
又
は
提
出
の
準
備
に
通
常
要
す
る
日
数
を
勘
案
し
て
当
該
職
員
が
指
定
す
る
日
ま
で
に

そ
の
提
示
又
は
提
出
を
し
な
か
っ
た
と
き
（
当
該
居
住
者
の
責
め
に
帰
す
べ
き
事
由
が
な
い
場
合
を
除
く
。）に
お

け
る
第
一
項
又
は
第
三
項
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
次
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。

一

第
一
項
の
規
定
は
、
適
用
し
な
い
。

二

第
三
項
中
「
百
分
の
五
」
と
あ
る
の
は
「
百
分
の
十
（
第
一
号
に
掲
げ
る
場
合
に
該
当
す
る
こ
と
に
つ
き
同

号
の
国
外
財
産
調
書
の
提
出
期
限
の
属
す
る
年
の
前
年
の
十
二
月
三
十
一
日
に
お
い
て
相
続
国
外
財
産
を
有
す

る
者
（
そ
の
価
額
の
合
計
額
が
五
千
万
円
を
超
え
る
国
外
財
産
で
相
続
国
外
財
産
以
外
の
も
の
を
有
す
る
者
を

除
く
。）の
責
め
に
帰
す
べ
き
事
由
が
な
い
場
合
又
は
第
二
号
に
掲
げ
る
場
合
の
う
ち
同
号
の
国
外
財
産
調
書
に

記
載
す
べ
き
当
該
修
正
申
告
等
の
基
因
と
な
る
相
続
国
外
財
産
に
つ
い
て
の
記
載
が
な
い
場
合
（
当
該
相
続
国

外
財
産
を
有
す
る
者
の
責
め
に
帰
す
べ
き
事
由
が
な
い
場
合
に
限
る
。）に
は
、
百
分
の
五
）」と
、
同
項
第
一
号

中
「
場
合
（
当
該
国
外
財
産
調
書
の
提
出
期
限
の
属
す
る
年
の
前
年
の
十
二
月
三
十
一
日
に
お
い
て
相
続
国
外

財
産
を
有
す
る
者
（
そ
の
価
額
の
合
計
額
が
五
千
万
円
を
超
え
る
国
外
財
産
で
相
続
国
外
財
産
以
外
の
も
の
を

有
す
る
者
を
除
く
。）の
責
め
に
帰
す
べ
き
事
由
が
な
い
場
合
を
除
く
。）」
と
あ
る
の
は
「
場
合
」
と
、
同
項
第

二
号
中
「
含
む
も
の
と
し
、
当
該
国
外
財
産
調
書
に
記
載
す
べ
き
当
該
修
正
申
告
等
の
基
因
と
な
る
相
続
国
外

財
産
に
つ
い
て
の
記
載
が
な
い
場
合
（
当
該
相
続
国
外
財
産
を
有
す
る
者
の
責
め
に
帰
す
べ
き
事
由
が
な
い
場

合
に
限
る
。）を
除
く
」
と
あ
る
の
は
「
含
む
」
と
す
る
。

第
六
条
第
四
項
中
「
前
条
第
一
項
」
の
下
に「（
同
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用
す
る
場
合
を
含

む
。）」
を
加
え
、「
第
二
項
」
を
「
第
三
項
」
に
改
め
、
同
項
を
同
条
第
六
項
と
し
、
同
項
の
前
に
次
の
二
項
を
加
え

る
。

４

前
項
の
国
外
財
産
調
書
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
場
合
の
区
分
に
応
じ
、
当
該
各
号
に
定
め
る
国
外
財
産
調
書

と
す
る
。

一

前
項
の
修
正
申
告
等
が
所
得
税
に
関
す
る
も
の
で
あ
る
場
合

当
該
修
正
申
告
等
に
係
る
年
分
の
国
外
財
産

調
書
（
当
該
年
分
の
そ
の
年
の
中
途
に
お
い
て
当
該
修
正
申
告
等
の
基
因
と
な
る
国
外
財
産
を
有
し
な
い
こ
と

と
な
っ
た
場
合
に
お
け
る
当
該
国
外
財
産
に
あ
っ
て
は
当
該
年
分
の
前
年
分
の
国
外
財
産
調
書
と
し
、
当
該
修

正
申
告
等
の
基
因
と
な
る
相
続
国
外
財
産
（
相
続
開
始
年
に
取
得
し
た
も
の
に
限
る
。）に
あ
っ
て
は
相
続
開
始

年
の
年
分
の
国
外
財
産
調
書
を
除
く
。）

二

前
項
の
修
正
申
告
等
が
相
続
税
に
関
す
る
も
の
で
あ
る
場
合

次
に
掲
げ
る
国
外
財
産
調
書
の
全
て

イ

当
該
相
続
税
に
係
る
被
相
続
人
の
相
続
開
始
年
の
前
年
分
の
国
外
財
産
調
書
（
被
相
続
人
が
そ
の
提
出
期

限
ま
で
に
相
続
開
始
年
の
前
年
分
の
国
外
財
産
調
書
を
提
出
し
な
い
で
死
亡
し
た
場
合
に
あ
っ
て
は
、
被
相

続
人
の
相
続
開
始
年
の
前
々
年
分
の
国
外
財
産
調
書
）

ロ

当
該
相
続
税
に
係
る
相
続
人
の
相
続
開
始
年
の
年
分
の
国
外
財
産
調
書

ハ

当
該
相
続
税
に
係
る
相
続
人
の
相
続
開
始
年
の
翌
年
分
の
国
外
財
産
調
書

５

第
三
項
の
修
正
申
告
等
が
相
続
税
に
関
す
る
も
の
で
あ
る
場
合
に
は
、
次
に
掲
げ
る
者
に
つ
い
て
は
、
同
項
の

規
定
は
、
適
用
し
な
い
。

一

当
該
相
続
税
に
係
る
相
続
人
で
前
条
第
一
項
（
同
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用
す
る
場
合
を

含
む
。）の
規
定
に
よ
り
税
務
署
長
に
提
出
す
べ
き
相
続
開
始
年
の
翌
年
分
の
国
外
財
産
調
書
が
な
い
も
の

二

当
該
相
続
税
に
係
る
相
続
人
で
相
続
開
始
年
の
翌
年
の
十
二
月
三
十
一
日
に
お
い
て
当
該
修
正
申
告
等
の
基

因
と
な
る
相
続
国
外
財
産
を
有
し
な
い
も
の

第
六
条
の
二
第
一
項
中
「
年
分
の
」
を
「
年
分
の
総
所
得
金
額
（
」
に
、「
総
所
得
金
額
及
び
」
を
「
総
所
得
金
額

を
い
う
。
次
項
に
お
い
て
同
じ
。）及
び
山
林
所
得
金
額
（
」
に
、「
山
林
所
得
金
額
」
を
「
山
林
所
得
金
額
を
い
う
。

次
項
に
お
い
て
同
じ
。）」
に
、「
を
い
う
」
を
「
を
い
う
。
次
項
及
び
次
条
第
二
項
第
一
号
に
お
い
て
同
じ
」に
改
め
、

同
項
た
だ
し
書
中
「
の
間
」
を
削
り
、
同
条
第
三
項
中
「
前
項
」
を
「
前
二
項
」
に
改
め
、
同
項
を
同
条
第
四
項
と

し
、
同
条
第
二
項
中
「
の
規
定
の
」
を「（
同
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用
す
る
場
合
を
含
む
。）の
規

定
の
」
に
、「
前
項
」
を
「
第
一
項
（
前
項
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用
す
る
場
合
を
含
む
。）」
に
改
め
、
同
項

を
同
条
第
三
項
と
し
、
同
条
第
一
項
の
次
に
次
の
一
項
を
加
え
る
。

２

相
続
開
始
年
の
年
分
の
前
項
各
号
に
掲
げ
る
申
告
書
に
記
載
す
べ
き
総
所
得
金
額
及
び
山
林
所
得
金
額
の
合
計

額
が
二
千
万
円
を
超
え
、
か
つ
、
相
続
開
始
年
の
十
二
月
三
十
一
日
に
お
い
て
そ
の
価
額
の
合
計
額
が
三
億
円
以

上
の
財
産
又
は
そ
の
価
額
の
合
計
額
が
一
億
円
以
上
の
国
外
転
出
特
例
対
象
財
産
を
有
す
る
相
続
人
は
、
相
続
開

始
年
の
年
分
の
財
産
債
務
調
書
に
つ
い
て
は
、
そ
の
相
続
又
は
遺
贈
に
よ
り
取
得
し
た
財
産
又
は
債
務
（
次
条
第

二
項
に
お
い
て
「
相
続
財
産
債
務
」
と
い
う
。）を
除
外
し
た
と
こ
ろ
に
よ
り
、
前
項
の
規
定
を
適
用
す
る
こ
と
が

で
き
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
同
項
中
「
の
財
産
」
と
あ
る
の
は
「
の
財
産
（
相
続
又
は
遺
贈
に
よ
り
取
得
し

た
財
産
（
相
続
の
開
始
の
日
の
属
す
る
年
に
取
得
し
た
も
の
に
限
る
。以
下
こ
の
項
に
お
い
て
同
じ
。）を
除
く
。）」

と
、「
権
利
を
い
う
。
次
項
及
び
次
条
第
二
項
第
一
号
に
お
い
て
同
じ
」
と
あ
る
の
は
「
権
利
を
い
い
、
相
続
又
は

遺
贈
に
よ
り
取
得
し
た
財
産
を
除
く
」
と
す
る
。




		2020-03-31T08:42:42+0900
	C＝JP,O＝Japanese Government,CN＝Ministry of Finance
	NationalPrintingBerau
	（なし）




